
はじめに

　昨年の夏は猛暑で、平均気温が
1898年からの統計開始以降過去最
高を記録したことも記憶に新しく、
気候変動の影響は肌で感じるものと
なってきております。
　気候変動対策への取り組みとし
て、日本政府は 2050年カーボンニ
ュートラル（以下、CN）の実現を目標
に掲げており、CNへの取り組みを既
に進めている企業も多いと思います。
そこで今回は、中小企業がCNに取
り組む際のポイントについて、環境
省の「中小規模事業者向けの脱炭素
経営導入ハンドブック」を参考にご
紹介します。

企業のメリットと
取り組みの流れ

　企業がCNに取り組むメリットは、
主に以下の 5点があげられます。
❶エネルギーコストの削減
❷競争力の強化、売上拡大
❸知名度や認知度の向上
❹低利の資金調達
❺人材獲得力の強化
　次に、企業が取り組む際のステッ
プについてご紹介します。
ステップ① 情報の収集、方針の検討
　地域、業界におけるCNに向けた
目標や取り組み等を把握することが
重要です。さらに、自社のサプライ
チェーン上の企業の動きや消費者の
動きも重要です。主な取引先や顧客
との会話を通し、CNへの取り組みの
状況や要望、ニーズの変化等の情報
を収集しましょう。政府や自治体等

による補助制度等の情報を収集する
ことも有用です。
　収集した情報を踏まえ、「自社がで
きることは何か」「どのような付加価
値を提供できるのか」を考えます。
ステップ② �CO2排出量の算定、	

削減ターゲットの特定
　自社の事業所全体のCO2排出量を
算定します。CO2排出量は、活動量

（電気や燃料の使用量）に係数を乗じ
ることで算定することができます。

（例：ガソリン使用量×ガソリン 1kl
当たり排出量係数=ガソリン使用に
よるCO2排出量）
　自社のCO2排出量を算定するに当
たり、主要な排出源となる事業活動
やその設備等を把握することが重要
です。主要な排出源を把握すること
で、削減対策を検討する際の『当たり』
を付けることができます。
ステップ③ 削減計画の策定
　自社のCO2排出状況を踏まえて、
太陽光発電設備の設置や省エネ対策
等のCO2削減対策を可能な限りたく
さん洗い出してみましょう。それら
の中から、実行できるものをリスト
アップし、実施計画を策定します。
すぐに取り組めるものから手を付け、
徐々に広げていくようにしましょう。

　CNへの進め方は企業ごとに異な
りますが、2050年の最終ゴールは共
通です。理念や掛け声に終わらせず、
定量的な目標を設定し着実に実現し
ましょう。

さいごに
　特に中小企業では、まずは初期ス
テップの脱炭素化に対する意識醸成
や排出量算定から着手し、段階的に
進めていくことが重要です。脱炭素
に向けて取り組むことは、企業自体
の今後の成長や持続可能性を高める
ことにもつながります。
　また、中小企業では、特有の悩み
や問題点を抱えていることも少なく
ありませんが、そこを解決しながら
脱炭素経営にアップデートしていく
為には丁寧なコンサルティングが有
用だと思います。
　弊社では、①CO2排出量の算定、
②削減計画の策定、③削減方法の検
討、④外部機関による認証取得、⑤
外部ステークホルダーへの情報発信
等の支援を承っております。企業ご
との個別の状況に合わせたきめ細か
な脱炭素経営への支援コンサルティ
ングを行っておりますので、お気軽
にご相談ください。
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　DXとは、Digital Transformationの略で
す。英語圏では「 Trans」を「 X」と略すため

「 DX」と表記します。Transformationは変
化、変形、変質などの意味があり、DXを直訳
するとすれば「デジタル変革」でしょうか。元
は2004年に提唱された学術用語で「ITが人々
の生活をよりよく変化させる」概念を表し、そ
の後「 IT化を通じて社会の変化に対応し、製品
やサービス、ビジネスモデルを変革するととも
に、業務や組織、企業文化まで変革して、競争
力を高めること」を意味するビジネス用語とし
て浸透・定着してきました。従来のデジタル化
やIT化との違いは、単に紙の文書をデータに
置き換えたり、業務を自動化したりするだけで
なく、その過程で業務のやり方自体を根本から
見直し、企業全体、ビジネス全体に大きな変革
をもたらす点です。なお、DXは大企業だけの
ものではありません。経済産業省の資料「『デジ
タルガバナンス・コード』実践の手引き2.1」（注）
には、中小企業の成功
例が多数掲載されてい
ます。
　DXの 実 現 に は、 ト
ップダウンが必須です。
多くの場合、現場では
IT化のために従来のや
り方を変えることに抵
抗 感 が あ る た め、IT部
門に任せるだけでは進
みません。必ずしもト
ップがITに詳しくなく

ても、IT事業者の説明を自社の業務に当てはめ
て、何が必要で何が不要かを判断できれば大丈
夫です。一方、トップダウンと同時に、現場に

「味方」を作ることも大切です。現場の声を正
しく吸い上げなければ、本質的な業務改善はで
きないからです。コンサルタントやコーディネ
ーターを活用する場合も「丸投げ」は禁物です。
必ずトップ自らがビジョンを作り、それに沿っ
た新しい業務フローとITシステムを現場とと
もに作り上げる姿勢が求められます。
　近い将来、AIとIoT（モノのインターネット）
で業務のかなりの部分を代替できる可能性があ
ります。逆にAIにできないのは「何をしたいか」
を決めること、つまりビジョンの策定です。そ
の点を意識して進めれば、DXが事業発展の推
進力になるはずです。

（注）�経済産業省：中堅・中小企業等向け「デジタルガバナンス・
コード」実践の手引き　https://www.meti.go.jp/policy/it_
policy/investment/dx-chushoguidebook/contents.html

ステップ❶
情報の収集、
方針の検討

ステップ❷
CO2排出量の算定、
削減ターゲットの特定

ステップ❸ステップ❸
削減計画の策定

脱炭素経営への
アップデート 従来のIT化・デジタル化

DXは……
●単なる効率化やコスト削減ではない
●業務のやり方そのものを変える
●組織や企業文化をも変える
●企業の競争力向上を図る
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